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世界的な危機が深刻化する中、私たちは世界が「教育」から目を背けつつある現状に対して、強

い懸念を抱いています。教育は、平和や繁栄、平等の実現に向けた極めて効果的な投資の一つで

す。世界的に見ても、教育へのアクセスや修了率は、著しく向上してきました。しかし、近年その進

展は急速に失われつつあり、未だ2 億 7300万人以上の子どもや若者が学校に通えていません。

この数は 7 年連続で増加しています。 

危機の影響を受け、緊急に教育支援を必要としている子どもの数は2億 3400 万人にのぼりま

す。紛争や経済・気候変動による衝撃、不安定な情勢の激化により、子どもたちは世界中で故郷を

追われ、教室から締め出され、あるいは教育への道を探し求めることを余儀なくされています。特

に、女子や障害のある子ども、難民の子ども、極度の貧困に苦しむ子どもなど、すでに社会から疎

外されている立場にある人々が、最も深刻な影響を受けています。同時にあらゆる教育システムの

要である教員たちは、限界を超えてすり減っています。世界的な教員不足が深刻化する中、教員た

ちは十分な研修や支援、リソースも得られず、学習を続けることが不可能な状況で、なお継続する

ことが求められています。それでもなお、子どもや若者、学生たちは声を上げ続けています。危機

下を含むあらゆる状況において、教育は最優先事項として位置付けられ、子どもや若者、学生、そ

してその家族は、教育だけがもたらすことのできる希望と機会であると考えています。 

しかし、拡大する資金不足により、子どもや若者のニーズは満たされず、学び健やかに成長する

権利は実現されず、彼らを苦しめています。私たちは平和的で健全、公平かつ繁栄した社会の基

盤である教育を守るために、世界中の子どもたちと若者、学生、そして教師と連帯し、政策決定者

に対して、今すぐ行動を起こすよう強く求めます。 

様々な状況下で、各国は教育に対する国内投資を強化しています。「教育のためのグローバル

パートナーシップ（Global Partnership for Education, GPE）」に提出された新たなコミットメ

ントによると、現在までに 44 のパートナー国が、2026 年から 2030 年の間に教育のために推定

2,380 億ドルの国内リソースを動員する予定です。このリーダーシップを持続させ、拡大していく

ためには、各国主導の効果的なパートナーシップを通じた、触媒的役割を果たす政府開発援助

（ODA）が不可欠です。政治的な不作為や競合する優先事項によって、教育が犠牲にされ続けて

はなりません。教育は、長期的な平和と安全保障、気候変動へのレジリエンス、経済成長、ジェンダ

ー平等、そしてすべての持続可能な開発目標（SDGs）の達成を支える命綱です。 

2026 年は、教育を守るために極めて重要な年です。主要なグローバル教育基金として「教育の

ためのグローバルパートナーシップ（Global Partnership for Education: GPE）」と「教育を
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後回しにはできない基金（Education Cannot Wait: ECW」が挙げられる中、どちらの基金も、

最も支援を必要とする子どもたちに支援を行うために、意欲的かつ即時の投資を必要としていま

す。教育予算が縮小する中、ECW と GPE への投資は、すべての子供に学ぶ機会を与えるための

費用対効果が高く、大きな影響力を持つ手段です。それは危機下における緊急の教育支援に限ら

ず、長期的に投資を持続させる強靭な教育システムの構築であっても同様であり、これらの基金へ

の全面的な支援と資金提供が不可欠です。 

私たちは、政策決定者に対し、以下のことを要請します。 

1. 「教育のためのグローバルパートナーシップ（GPE）」と「教育を後回しにはできない基金

（ECW）」に対して、現在の教育資金調達危機の規模（年間 970 億ドルの資金不足）に見

合った水準で、十分な資金を拠出する。その際、2 つの基金が相互に補完し、互いの効果

を高め合うことを認識する。 

2. 国内およびグローバルな教育資金を確保し、拡大する。財政的制約がある中でも、教育へ

の投資は安定や回復、そして長期的な成長にとって不可欠である。 

3. 子どもや若者、学生、教師の多様かつ相互に関連するニーズを満たす教育資金調達を優

先する。特にジェンダー平等、障害者のインクルージョン、難民の学習者、そして極度の貧

困に苦しむ人々に特に配慮する。 

今が重要な局面です。世界的な不安定さが増し、不平等が深刻化する中、教育への投資は、正

義や公平性の問題にとどまらず、長期的な世界平和、安全保障、そして経済的繁栄にとっても不可

欠なものです。大胆な投資が今、行われなければ、数十年にわたる進歩は失われ、今後何世代にも

わたって不平等と不安定さが続くことになります。資金がなければ、学ぶこともできず、チャンスも

失います。今こそ投資を行うべき時です。 

 この公開書簡は教育協力 NGO ネットワーク（JNNE）を含む 16,000 を超えるローカル、ナショ

ナル、グローバルに活動する団体を代表する以下の 190 以上の団体や連合体が賛同しています。 

https://www.unesco.org/sdg4education2030/en/education-financing


 

 
 



 

 

 

 


